
別紙様式２

（都道府県名 ： 福岡県）

１．成果目標（増頭羽数等の効果）

事業
実施年度

事業
実施数

ア

評価対象外
事業数

イ

評価対象
事業数
アーイ

目標の
平均達成率

地方農政局等から
都道府県計画の改
善指導の必要の有

無

都道府県による総合所見 地方農政局等による総合所見

平成２８年度
（27年度補正）

3 0 3 94.8% 無
　２実施主体は目標を達成してお
り、残りの１事業主体も順調に増
頭している。

　県の成果目標の平均達成率は
94.8％であり、目標は概ね達成され
ている。
　引き続き、県を通じて目標達成に
向けた進捗状況を確認する。

２．事業実施後の効果（収益性の向上効果）

事業
実施年度

事業
実施数

ア

評価対象外
事業数

イ

評価対象
事業数
アーイ

目標の
平均達成率

地方農政局等から
都道府県計画の改
善指導の必要の有

無

都道府県による総合所見 地方農政局等による総合所見

平成２８年度
（27年度補正）

3 1 2 9.3% 有

　事業実施により経営基盤が整
い売上高・収益性は向上してい
る。今後は協議会を中心に目標
達成のため、より一層の飼養管
理技術の向上や販売力強化を検
討、実施していく。

　県の成果目標の平均達成率は
9.3％と目標を達成しておらず、県に
改善措置の提出を求める。

令和２年度畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業の評価結果



別紙様式２

（都道府県名 ： 佐賀県）

１．成果目標（増頭羽数等の効果）

事業
実施年度

事業
実施数

ア

評価対象外
事業数

イ

評価対象
事業数
アーイ

目標の
平均達成率

地方農政局等から
都道府県計画の改
善指導の必要の有

無

都道府県による総合所見 地方農政局等による総合所見

平成２８年度
平成２９年度

（27年度補正）
5 0 5 112.0% 無

　計画どおり事業効果が出てい
る。

　県の成果目標の平均達成率は
112.0％であり、目標は達成されてい
る。
　引き続き、県を通じて目標達成に
向けた進捗状況を確認する。

２．事業実施後の効果（収益性の向上効果）

事業
実施年度

事業
実施数

ア

評価対象外
事業数

イ

評価対象
事業数
アーイ

目標の
平均達成率

地方農政局等から
都道府県計画の改
善指導の必要の有

無

都道府県による総合所見 地方農政局等による総合所見

平成２８年度
（27年度補正）

5 4 1 82.0% 有
　目標達成率は８２％であるが、
総合的には計画的に事業効果が
出ている。

　県の成果目標の平均達成率は
82.0％で目標を達成しておらず、県
に改善措置の提出を求める。

令和２年度畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業の評価結果



別紙様式２

（都道府県名 ： 長崎県）

１．成果目標（増頭羽数等の効果）

事業
実施年度

事業
実施数

ア

評価対象外
事業数

イ

評価対象
事業数
アーイ

目標の
平均達成率

地方農政局等から
都道府県計画の改
善指導の必要の有

無

都道府県による総合所見 地方農政局等による総合所見

平成２８年度
（27年度補正）

30 0 30 172.8% 無

　一部目標未達成者については、
要因に応じて重点的に指導・支援
を行い、次年度の目標達成を図
る。

　県の成果目標の平均達成率は
172.8 ％であり、目標は達成されて
いる。
　引き続き、県を通じて目標達成に
向けた進捗状況を確認する。

２．事業実施後の効果（収益性の向上効果）

事業
実施年度

事業
実施数

ア

評価対象外
事業数

イ

評価対象
事業数
アーイ

目標の
平均達成率

地方農政局等から
都道府県計画の改
善指導の必要の有

無

都道府県による総合所見 地方農政局等による総合所見

平成２８年度
（27年度補正）

30 29 1 0.0% 有
　目標未達成について、要因に応
じて重点的に指導・支援を行い、
次年度の目標達成を図る。

　成果目標を達成しておらず、県に
改善措置の提出を求める。

令和２年度畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業の評価結果



別紙様式２

（都道府県名 ： 熊本県）

１．成果目標（増頭羽数等の効果）

事業
実施年度

事業
実施数

ア

評価対象外
事業数

イ

評価対象
事業数
アーイ

目標の
平均達成率

地方農政局等から
都道府県計画の改
善指導の必要の有

無

都道府県による総合所見 地方農政局等による総合所見

平成２８年度
（27年度補正）

30 6 24 224.1% 無

　成果目標は概ね達成している
が、一部未達成の取組主体があ
り、今後、協議会を通じ指導・支
援を行っていく。

　県の成果目標の平均達成率は
224.1％であり、目標は達成されてい
る。
　引き続き、県を通じて目標達成に
向けた進捗状況を確認する。

２．事業実施後の効果（収益性の向上効果）

事業
実施年度

事業
実施数

ア

評価対象外
事業数

イ

評価対象
事業数
アーイ

目標の
平均達成率

地方農政局等から
都道府県計画の改
善指導の必要の有

無

都道府県による総合所見 地方農政局等による総合所見

－ － － － － － － －

令和２年度畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業の評価結果



別紙様式２

（都道府県名 ： 大分県）

１．成果目標（増頭羽数等の効果）

事業
実施年度

事業
実施数

ア

評価対象外
事業数

イ

評価対象
事業数
アーイ

目標の
平均達成率

地方農政局等から
都道府県計画の改
善指導の必要の有

無

都道府県による総合所見 地方農政局等による総合所見

平成２８年度
（27年度補正）

5 0 5 93.9% 無

　飼養頭数は上昇傾向であるも
のの、実現可能性の高い増頭計
画への見直しに向け、協議会内
で協議するよう努めてほしい。

　県の成果目標の平均達成率は
93.9％であり、目標は概ね達成され
ている。
　引き続き、県を通じて目標達成に
向けた進捗状況を確認する。

２．事業実施後の効果（収益性の向上効果）

事業
実施年度

事業
実施数

ア

評価対象外
事業数

イ

評価対象
事業数
アーイ

目標の
平均達成率

地方農政局等から
都道府県計画の改
善指導の必要の有

無

都道府県による総合所見 地方農政局等による総合所見

平成２８年度
（27年度補正）

5 4 1 48.4% 有

　今後の収益の向上については、
取組主体と各関係機関の連携を
より強固にし、課題を解決できる
よう協議会内での協議が必要。

　県の成果目標の平均達成率は
48.4％と目標を達成しておらず、県
に改善措置の提出を求める。

令和２年度畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業の評価結果



別紙様式２

（都道府県名 ： 宮崎県）

１．成果目標（増頭羽数等の効果）

事業
実施年度

事業
実施数

ア

評価対象外
事業数

イ

評価対象
事業数
アーイ

目標の
平均達成率

地方農政局等から
都道府県計画の改
善指導の必要の有

無

都道府県による総合所見 地方農政局等による総合所見

平成２８年度
（27年度補正）

68 0 68 203.5% 無

　成果目標を達成した取組主体
が多く、県全体では平均達成率
が100％を超えており、事業効果
が認められる。一方で、成果目標
に未達の取組主体もあり、関係機
関と連携した継続的な指導が必
要である。

　県の成果目標の平均達成率は
203.5％であり、目標は達成されてい
る。
　引き続き、県を通じて目標達成に
向けた進捗状況を確認する。

２．事業実施後の効果（収益性の向上効果）

事業
実施年度

事業
実施数

ア

評価対象外
事業数

イ

評価対象
事業数
アーイ

目標の
平均達成率

地方農政局等から
都道府県計画の改
善指導の必要の有

無

都道府県による総合所見 地方農政局等による総合所見

－ － － － － － － －

令和２年度畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業の評価結果



別紙様式２

（都道府県名 ： 鹿児島県）

１．成果目標（増頭羽数等の効果）

事業
実施年度

事業
実施数

ア

評価対象外
事業数

イ

評価対象
事業数
アーイ

目標の
平均達成率

地方農政局等から
都道府県計画の改
善指導の必要の有

無

都道府県による総合所見 地方農政局等による総合所見

平成２８年度
（27年度補正）

42 0 42 91.3% 無

　県全体ではおよそ達成されてお
り事業効果が認められる。一方
で、成果目標に未達の取組主体
もあり、関係機関と連携した継続
的な指導を継続する。

　県の成果目標の平均達成率は
91.3％であり、目標は達成されてい
る。
　引き続き、県を通じて目標達成に
向けた進捗状況を確認する。

２．事業実施後の効果（収益性の向上効果）

事業
実施年度

事業
実施数

ア

評価対象外
事業数

イ

評価対象
事業数
アーイ

目標の
平均達成率

地方農政局等から
都道府県計画の改
善指導の必要の有

無

都道府県による総合所見 地方農政局等による総合所見

－ － － － － － － －

令和２年度畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業の評価結果


